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【2018賃金確定闘争－取り組みの日程】
　政府の2018人事院勧告の取り扱い決定時期は不透明ですが、2018賃金確定闘争における具体的な闘争戦術については、以下の取り組みを基本として全単組において実践します。
(1) 要求書の一斉提出日および回答指定日

○　要求書の一斉提出日　10月22日（月）

○　回答指定日　　　　　11月１日（木）

(2) 重点交渉期間と統一交渉日の設定

　文書回答後は、ヤマ場にむけて要求の実現と諸課題の解決をめざし、組合員参加の当局交渉を配置します。重点交渉期間は以下のとおりとします。なお、地方本部ごとに統一交渉日を設定するなど、情報を全体化しながら単組の交渉促進が可能となるよう創意工夫したスケジュールを検討します。

○　重点交渉期間　11月５日（月）～11月15日（木）

(3) 道本部統一行動日およびヤマ場までの前段戦術

　各単組における前進回答をめざして、次の前段戦術およびストライキ（必ず事前通告する）を背景にしてたたかいを推進します。

①　組合旗掲揚

　要求書の提出日である10月22日（月）～闘争終結まで

（山場日程が前後する場合は要求書提出日から闘争終結まで）

②　腕章着用

　11月５日（月）～闘争終結まで　　
（山場日程が前後する場合は３日前から闘争終結まで）

③　超勤拒否

　11月14日（水）～11月16日（金）

（山場日程が前後する場合は、山場前日から闘争終結までとします）

④　出張・諸会議拒否

　11月16日（金）＜ストライキ当日にかかる出張・諸会議＞

（山場日程が前後する場合は、その当日にかかる出張・諸会議）

⑤　道本部統一行動日

　11月16日（金）１時間を上限とするストライキ戦術の配置

※　なお、山場日程が前後する単組については、地方本部・道本部と協議のうえ別途決定します。

